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証券コード　1726
平成29年６月２日

株 主 各 位
広島市東区光町二丁目６番3 1号

株式会社ビーアールホールディングス
代表取締役社長 藤 田 公 康

第15回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第15回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くださいま
すようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、以下のいずれかの方法によって議決権を行使することができま

すので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますよう

お願い申しあげます。

［郵送による議決権行使の場合］

　同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成29年６月22日（木曜日）午後５時30分ま

でに到着するようご返送ください。

［電磁的方法（インターネット等）による議決権行使の場合］

　当社指定の議決権行使ウェブサイト（http://www.evote.jp/）にアクセスしていただき、同封の議決権行使

書用紙に表示された「議決権行使コード」及び「パスワード」をご利用のうえ、画面の案内にしたがって、平成

29年６月22日（木曜日）午後５時30分までに、議案に対する賛否をご入力ください。

　なお、インターネットによる議決権行使に際しましては、50頁から51頁までの「インターネットによる議決権

行使のご案内」をご確認くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成29年６月23日（金曜日）午前10時

２．場 所 広島市東区光町二丁目７番31号

ホテルチューリッヒ東方2001
４階　エーデルワイス（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第15期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）事業報告、連結計算書

類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第15期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）計算書類報告の件

－ 1 －

株主各位
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決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員であるものを除く。）６名選任の件
第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
第４号議案 補欠の監査等委員である取締役２名選任の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお
願い申しあげます。
　なお、株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、イン
ターネット上の当社ウェブサイト（http://www.brhd.co.jp）に掲載させていただきます。

－ 2 －
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

１．企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及び成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、政府や日本銀行による積極的な金融、経済政策により

企業収益や雇用情勢は堅調に推移しましたが、欧州における政情不安や米国新政権の政策動向の

影響等により、先行き不透明な状況で推移いたしました。

　当社グループの主力事業である建設事業におきましては、公共投資は緩やかな減少傾向にある

ものの、引き続き大規模プロジェクト（東日本大震災復興事業、2020年の東京オリンピック・パ

ラリンピック関連事業、リニア中央新幹線の着工、整備新幹線３路線の延伸繰上げ）や既設橋梁

老朽化にともなう更新需要などにより、社会資本の計画的な整備が見込まれており、受注環境は

引き続き堅調に推移しております。

　このような情勢の下、当社グループの受注高は314億65百万円（前年同期比24.5％増）となり、

当連結会計年度の売上高は243億66百万円（前年同期比17.1％増）、営業利益は13億72百万円（前

年同期比170.1％増）、経常利益は13億28百万円（前年同期比191.7％増）、親会社株主に帰属す

る当期純利益は８億99百万円（前年同期比90.5％増）と、過去最高の受注高、親会社株主に帰属

する当期純利益となりました。

　事業の種類別セグメントの状況は、次のとおりであります。なお、金額にはセグメント間取引

を含めております。

【建設事業】

　建設事業におきましては、高速道路会社を中心とした大型工事の受注が好調で、当連結会計年

度の受注高は276億83百万円（前年同期比25.8％増）となりました。主な受注高としましては、西

日本高速道路㈱発注の新名神高速道路 淀川橋工事（請負額50億円）、鉄道建設・運輸機構発注の

北陸新幹線 深山トンネル他（請負額25億62百万円）です。売上高につきましては、前期からの手

持工事が順調に進捗したことにより215億58百万円（前年同期比22.5％増）となり、セグメント利

益につきましては、売上高の増加に加え、当社独自技術のマイクロパイル工法による補修工事の

利益が寄与し、19億84百万円（前年同期比93.6％増）となりました。

－ 3 －

(1)事業の経過及び成果
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【製品販売事業】

　製品販売事業におきましては、当連結会計年度の受注高は32億38百万円（前年同期比18.7％増）

となりましたが、建築部材の出荷数量が減少したことにより、売上高は25億82百万円（前年同期

比11.6％減）、セグメント利益は１億98百万円（前年同期比10.3％減）となりました。

【情報システム事業】

　情報システム事業におきましては、国内のＩＴ関連需要は増えてきており、既存顧客企業のＩ

Ｔ投資が徐々に増えておりますが、新規顧客企業のシステム開発における生産性等で課題が残る

状況となりました。当連結会計年度の売上高は３億50百万円（前年同期比1.1％増）、セグメント

利益は８百万円（前年同期比39.4％減）となりました。

【不動産賃貸事業】

　不動産事業におきましては、当社保有の極東ビルディングにおいて、事務所賃貸並びに一般店

舗・住宅の賃貸管理のほか、グループ会社の拠点として、当社が一括して賃借した事務所を各グ

ループ会社に賃貸しており、安定した売上高を計上しております。当連結会計年度の売上高は１

億83百万円（前年同期比2.0％増）、セグメント利益は１億24百万円（前年同期比2.4％増）とな

りました。

（事業の種類別セグメントの売上高推移）
（単位：百万円）

事 業 の 種 類 別
セグメントの名称

平成27年度 平成28年度 前年同期比増減

構成比 構成比 増減率
％ ％ ％

建 設 事 業 17,603 84.6 21,558 88.5 3,954 22.5

製 品 販 売 事 業 2,911 14.0 2,521 10.3 △390 △13.4

情報システム事業 250 1.2 237 1.0 △13 △5.3

不 動 産 賃 貸 事 業 50 0.2 49 0.2 △1 △2.5

合 計 20,816 100.0 24,366 100.0 3,549 17.1

（注）セグメント間取引については相殺消去しております。

(2) 設備投資の状況

　当連結会計年度において実施した当社グループの設備投資の総額は３億57百万円であり、主な

ものは次のとおりであります。

製品販売事業 建築用部材製造ライン増設 １億36百万円

製品販売事業 マクラギ用型枠 24百万円

製品販売事業 ミキサー新設基礎工事 11百万円

ソフトウエア ＫＰＲシステム開発 30百万円

－ 4 －

(1)事業の経過及び成果、(2)設備投資の状況
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(3) 資金調達の状況

　当連結会計年度においては、平成28年９月に公募増資により2,610,000株の新株式を発行し、10

億34百万円の資金調達を行いました。また、コミットメントラインの設定等による資金調達を行

っております。

　当連結会計年度末の借入金残高は、短期借入金29億10百万円と１年内返済予定の長期借入金６

億74百万円及び長期借入金９億３百万円のあわせて44億88百万円であります。

(4) 対処すべき課題

　今後のわが国経済は、米国新政権の政策動向や朝鮮半島の地政学リスクの高まり等により先行
き不透明な状況にありますが、雇用・所得環境の改善が続く下で、各種政策の効果もあり、景気
は穏やかな回復を続けていくものと思われます。
　当社グループの対処すべき課題といたしましては、リニア中央新幹線、整備新幹線の延伸繰上
げといった国家的プロジェクトや高速道路大規模修繕等の大規模プロジェクトなど足元の旺盛な
需要に適切に対応するために、施工能力をさらに向上させるべく、要員の増強、技術力のさらな
る向上並びに協力業者との連携強化を図ってまいります。
　株主の皆様におかれましては、何卒一層のご理解とご支援を賜りますようお願い申しあげます。

(5) 直前３事業年度の財産及び損益の状況
（単位：百万円）

区 分
平成25年度

（平成26年3月期）
平成26年度

（平成27年3月期）
平成27年度

（平成28年3月期）

平成28年度
（当連結会計年度）
（平成29年3月期）

受 注 高 25,176 20,321 25,277 31,465

売 上 高 19,971 20,629 20,816 24,366

経 常 利 益 602 766 455 1,328

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

451 468 472 899

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

13円74銭 14円28銭 14円37銭 24円84銭

総 資 産 13,739 13,630 14,710 20,657

純 資 産 1,734 2,267 2,680 4,714

　（注）受注高にはセグメント間取引を含めております。

当社は、平成26年10月１日付で普通株式１株につき２株、平成28年10月１日付で普通株式１株につき２株の株
式分割を行っております。平成25年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、「１株当たり当期純利
益」を算定しております。

(6) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社との関係

　当社には親会社はありません。

－ 5 －

(3)資金調達の状況、(4)対処すべき課題、(5)直前３事業年度の財産及び損益の状況、(6)重要な親会社及び子会社の状況
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②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主 要 な 事 業 内 容

極 東 興 和 株 式 会 社 100百万円 100％ 土木建築業

東 日 本 コ ン ク リ ー ト 株 式 会 社 100 100 土木建築業

キ ョ ク ト ウ 高 宮 株 式 会 社 100 100 コンクリート製品製造

ケイ・エヌ情報システム株式会社 50 80 情報システム業務

豊 工 業 株 式 会 社 10 100 土木建築業

③　事業年度末日における特定完全子会社の状況

名　称 特定完全子会社の住所
当事業年度末日における特定完全

子会社の株式の帳簿価額（千円）

極東興和株式会社 広島市東区光町２丁目６番31号 3,517,001

（注）当事業年度末日における当社の総資産額は、8,966,790千円であります。

(7) 主要な事業内容（平成29年３月31日現在）

　当社グループは、当社を持株会社とする子会社５社で構成され、橋梁を中心とするプレストレ

ストコンクリート工事を専門分野とする建設事業を主な事業とし、製品販売事業としてコンクリ

ート二次製品の製造販売、情報システム事業として情報処理、ソフトウエア開発等を展開してお

ります。

(8) 主要な営業所及び工場（平成29年３月31日現在）

当 社 本 社 広島市東区光町二丁目６番31号

極 東 興 和 株 式 会 社

本 社 広島市東区光町二丁目６番31号

支 店 東京(北区)、名古屋、大阪、広島、四国(高知市)、福岡

工 場 静岡、江津（島根県）、大分

東 日 本 コ ン ク リ ー ト 株 式 会 社
本 社 仙台市青葉区一番町二丁目２番13号（仙建ビル）

工 場 亘理（宮城県）

キ ョ ク ト ウ 高 宮 株 式 会 社
本 社 広島市東区光町二丁目６番31号

工 場 高宮(広島県)

ケイ・エヌ情報システム株式会社
本 社 広島市東区光町二丁目６番31号

支 店 東京(北区)

豊 工 業 株 式 会 社 本 社 大分県大分市大字上戸次字長川原3604－17

－ 6 －

(6)重要な親会社及び子会社の状況、(7)主要な事業内容、(8)主要な営業所及び工場
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(9) 使用人の状況（平成29年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

事 業 部 門 使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

建 設 事 業 376名 33名増

製 品 販 売 事 業 47名 －

情 報 シ ス テ ム 事 業 43名 ６名減

全 社 ( 共 通 ） 42名 １名減

合 計 508名 26名増

（注1）使用人数は就業員数であります。

（注2）不動産賃貸事業につきましては、管理を外部委託しているため就業者はおりません。

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

12名 １名増 55.4歳 7.4年

（注）使用人数は就業員数であります。

(10) 主要な借入先の状況（平成29年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,410百万円

株 式 会 社 広 島 銀 行 970

株 式 会 社 七 十 七 銀 行 761

株 式 会 社 中 国 銀 行 604

株 式 会 社 山 口 銀 行 349

株 式 会 社 も み じ 銀 行 296

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 96

（注）株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行など６行との間で、総額24億円のコミットメントライン契約を締結しております。

－ 7 －

(9)使用人の状況、(10)主要な借入先の状況
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２．会社の株式に関する事項

(1) 株式の状況（平成29年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 120,000,000株

（注）平成28年10月１日で株式分割（１株を２株に分割）に伴う定款の変更が行われ、発行可
能株式総数は、60,000,000株増加しております。

②　発行済株式の総数 39,700,000株

（注）発行済株式の総数は、平成28年９月６日を払込期日とする公募による新株式の発行によ
り2,610,000株増加、平成28年10月１日で株式分割（１株を２株に分割）により19,850,000
株増加しております。

③　株主数 22,329名

(2) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

ト ウ シ ョ ウ 産 業 株 式 会 社 4,800千株 12.36％

藤 田 公 康 2,695千株 6.94％

ＧＯＬＤＭＡＮ ＳＡＣＨＳ ＩＮＴＥＲＮＡＴ
ＩＯＮＡＬ

1,947千株 5.01％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
（信託口）

1,637千株 4.22％

ビ ー ア ー ル グ ル ー プ 社 員 持 株 会 1,317千株 3.39％

ビーアールグループ取引先持株会大阪支部 1,005千株 2.59％

広 成 建 設 株 式 会 社 988千株 2.54％

ビーアールグループ取引先持株会広島支部 946千株 2.44％

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 800千株 2.06％

遠 藤 祐 子 733千株 1.89％

（注1）当社は、自己株式を857,176株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

（注2）持株比率は自己株式を控除して計算しております。

－ 8 －

株式の状況
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３．新株予約権等の状況

(1) 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況（平成29年３月31

日現在）

第１回新株予約権 第２回新株予約権

発行決議日 平成27年６月25日 平成28年６月24日

新株予約権の数 370個 410個

新株予約権の目的となる株式の

種類と数

普通株式　　　　74,000株

（新株予約権１個につき200株）

普通株式　　　　82,000株

（新株予約権１個につき200株）

新株予約権の払込金額
新株予約権１個当たり33,300円

（１株当たり166円50銭）

新株予約権１個当たり38,900円

（１株当たり194円50銭）

新株予約権の行使に際して出資さ

れる財産の価額
１株当たり１円 １株当たり１円

権利行使期間
平成27年７月28日から

平成57年７月27日まで

平成28年７月22日から

平成58年７月21日まで

新株予約権の主な行使の条件

新株予約権者は、当社取締役の地

位を喪失した日の翌日から10日

間以内に新株予約権を行使する

ことができるものとする等、新株

予約権の行使の条件について

は、新株予約権の募集事項等を決

定する当社取締役会において定

めるものとします。

新株予約権者は、当社取締役の地

位を喪失した日の翌日から10日

間以内に新株予約権を行使する

ことができるものとする等、新株

予約権の行使の条件について

は、新株予約権の募集事項等を決

定する当社取締役会において定

めるものとします。

役 員 の
保 有 状 況

取締役（監査等委員

及び社外取締役を除

く）

新株予約権の数　　　 370個 新株予約権の数　　　 410個

目的となる株式数　74,000株 目的となる株式数　82,000株

保有者数　　　　　　　２人 保有者数　　　　　　　４人

（注1）監査等委員である取締役の保有分はありません。

（注2）平成28年10月１日付で行った１株を２株とする株式分割により、「新株予約権の目的となる株式の

数」及び「新株予約権の払込金額」は調整されております。

－ 9 －

(1)当事業年度末日における新株予約権の状況
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(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況

第２回新株予約権

発行決議日 平成28年６月24日

新株予約権の数 780個

新株予約権の目的となる株式の種類と

数

普通株式　　　　　156,000株

（新株予約権１個につき200株）

新株予約権の払込金額
新株予約権１個当たり38,900円

（１株当たり194円50銭）

新株予約権の行使に際して出資される

財産の価額
１株当たり１円

権利行使期間
平成28年７月22日から

平成58年７月21日まで

新株予約権の主な行使の条件

新株予約権者は、子会社取締役の

地位を喪失した日の翌日から10日

間以内に新株予約権を行使するこ

とができるものとする等、新株予

約権の行使の条件については、新

株予約権の募集事項等を決定する

当社取締役会において定めるもの

とします。

使用人等への
交 付 状 況

子 会 社 取 締 役

新株予約権の数　　　 780個

目的となる株式数 156,000株

保有者数　　　　　　　13人

（注）平成28年10月１日付で行った１株を２株とする株式分割により、「新株予約権の目的となる株式の

数」及び「新株予約権の払込金額」は調整されております。

－ 10 －

(2)当事業年度中に交付した新株予約権の状況
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４．会社役員の状況

(1) 取締役の状況（平成29年３月31日現在）

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 藤 田 公 康 極東興和株式会社　代表取締役社長

取 締 役 土 屋 英 治
東日本コンクリート株式会社　代表取締
役社長

取 締 役 多 賀 邦 行
工事本部長
極東興和株式会社　取締役工事本部長

取 締 役 山 根 隆 志
営業本部長
極東興和株式会社　取締役営業本部長
東日本コンクリート株式会社　取締役

取 締 役 山 縣 修
管理本部長
極東興和株式会社　取締役管理本部長

取 締 役 石 井 一 生 技術本部長

取 締 役 天 津 武 史
管理本部副本部長 兼 経理部長
東日本コンクリート株式会社　監査役

取締役（常勤監査等委員） 藤 並 信 幸 極東興和株式会社　監査役

取締役（監 査 等 委 員） 小 田 清 和
弁護士
株式会社アンフィニ広島　社外監査役

取締役（監 査 等 委 員） 佐 上 芳 春
公認会計士
広島市農業協同組合　監事
広島市立大学　監事

（注1）小田清和氏及び佐上芳春氏は、社外取締役であります。

（注2）佐上芳春氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
（注3）小田清和氏及び佐上芳春氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員と指定し、同取引所に届け出ております。
（注4）監査等委員会の監査・監督機能を強化するため、取締役（監査等委員を除く。）からの情報収集、重要な社内

会議における情報共有、会計監査人との情報交換及び内部監査室と監査等委員会との十分な連携を可能とすべ
く、藤並信幸氏を常勤の監査等委員として選定しております。

(2) 当事業年度中の取締役の異動

　第14回定時株主総会（平成28年６月24日開催）において、新たに石井一生氏は取締役に選任さ

れ就任いたしました。

　第14回定時株主総会（平成28年６月24日開催）において、新たに天津武史氏は取締役に選任さ

れ就任いたしました。

－ 11 －

(1)取締役及び監査役の状況、(2)当事業年度中の取締役及び監査役の異動
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(3) 役員の報酬等の総額

区 分 支 給 人 数 支 給 額

取締役（監査等委員を除く。）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

4名
(－)

52百万円
(－)

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

3
(2)

16
(6)

合 計
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

7
(2)

68
(6)

（注1）取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

（注2）上記の報酬等の総額には、当事業年度中に役員賞与として未払金に計上した金額及びストック・オプション報

酬として割り当てた新株予約権に係る当事業年度における費用計上額を含んでおります。

（注3）取締役(監査等委員を除く。）の報酬限度額は、平成27年６月25日開催の株主総会において年額96百万円以内

（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。また平成28年６月24日開催の株主総会に

おいて、別枠で、取締役(社外取締役及び監査等委員を除く。）に対する報酬として年額60百万円以内の範囲で

ストック・オプションとして新株予約権を割り当てることを決議いただいております。

（注4）監査等委員の報酬限度額は、平成27年６月25日開催の株主総会において年額48百万円以内と決議いただいてお

ります。

（注5）取締役の期末現在の人数は10名であります。支給人数との相違は、無報酬の取締役（監査等委員を除く。）３

名を除いたことによるものであります。

(4) 社外役員に関する事項

①　重要な兼職先と当社との関係

・社外取締役（監査等委員）小田清和氏は、株式会社アンフィニ広島の社外監査役を兼務して

おります。なお、当社は株式会社アンフィニ広島との間には特別の関係はありません。

・社外取締役（監査等委員）佐上芳春氏は、広島市農業協同組合の監事及び広島市立大学の監

事を兼務しております。なお、当社は広島市農業協同組合及び広島市立大学との間には特別

の関係はありません。

－ 12 －

(3)当事業年度中の取締役及び監査役の報酬等の総額、(4)社外役員に関する事項
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②　当事業年度における主な活動状況

・取締役会及び監査等委員会への出席状況

取 締 役 会 監査等委員会

出 席 回 数 出 席 回 数

社 外 取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ）

小 田 清 和 15回／16回 14回／14回

社 外 取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ）

佐 上 芳 春 16回／16回 14回／14回

　・取締役会及び監査等委員会における発言状況

　小田清和氏は、主に弁護士の見地から意見を述べるなど、取締役会の意思決定の妥当性・

適法性を確保するための助言・提言を行っております。また、監査等委員会において、内部

監査について適宜、必要な発言を行っております。

　佐上芳春氏は、主に公認会計士の見地から意見を述べるなど、取締役会の意思決定の妥当

性・適正性を確保するための発言、並びに内部統制システムの構築にあたり助言・提言を行

っております。また、監査等委員会において、当社の内部統制システム、経理及び財務につ

いて適宜、必要な発言を行っております。

③　責任限定契約の内容の概要

　当社は、社外取締役小田清和氏及び佐上芳春氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づ

き、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

　その契約内容の概要は、次のとおりであります。

・社外取締役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合は、会社法第425

条第１項の最低責任限度額を限度としてその責任を負う。

・上記の責任限度が認められるのは、社外取締役がその責任の原因となった職務の遂行につ

いて、善意でかつ重大な過失がないときに限るものとする。

－ 13 －

(4)社外役員に関する事項
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５．会計監査人の状況

(1) 名称　　有限責任監査法人トーマツ

(2) 報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 23百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 37

（注1）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬
等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの
合計額を記載しております。

（注2）当社監査等委員会は、会計監査人の報酬等について、取締役、社内関係部署及び会計監査人から必要な資料を
入手し、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠の適正性について
必要な検証を行い、審議した結果、これらについて適切であると判断したため、会計監査人の報酬等の額につ
いて、同意の判断を行っております。

(3) 非監査業務の内容

　該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある等、その必要があると判断した場合は、株主総会

に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。

　また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場

合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任します。この場合、監査等委員会が選定した監査

等委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告い

たします。

－ 14 －

(1)会計監査人の名称、(2)当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額、(3)非監査業務の内容、(4)会計監査人の解任または不再任の決定の方針
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６．会社の体制及び方針

(1) 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の

適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

①　当企業集団の取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための

体制

（イ）当社は、当企業集団の企業倫理の確立と遵守に関する社会的要請に対応し、株主をはじめ

とするステークホルダーとの信頼関係をさらに拡大していくために、「Ｂｒグループ企業

行動基準」を定める。

（ロ）当社は、企業集団全体のコンプライアンス体制の維持・向上を図るため、当社社長を委員

長とする「倫理委員会」を設置し、定期的に開催する。

（ハ）当社は、内部監査部門として執行部門から独立した内部監査室を置き、企業集団のコンプ

ライアンス統括部署を社長室に置く。

（ニ）当社は、当企業集団のコンプライアンスに関する問題の早期発見、是正を図るため、外部

窓口を含めた社内通報システムを整備し、公益通報者保護規程等に基づき適切に運用する。

（ホ）当社は、当企業集団の反社会的勢力対策に係る規程等を定め、反社会的勢力との一切の関

係を持たない体制を整備・維持する。

②　当企業集団の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　当企業集団は、各社取締役会規程に従い、法令・定款に適合する取締役会を開催し、議事録

を作成して保管し、その他の取締役の職務執行に係る情報については、文書規程及びセキュリ

ティ管理規程に基づき管理し、情報の取扱い、保管、セキュリティに関する適切な運用を図る。

③　当企業集団の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

（イ）当社は、当企業集団のリスク管理について定めるリスク管理規程を定め、この規程に沿っ

たリスク管理体制を整備、構築する。

（ロ）当社社長を委員長とする「リスク管理委員会」を設置し、企業集団のリスク管理事項につ

いて問題が発生した場合は、速やかにその評価を行い、各関係部署と連携し改善策を策定

するとともに、遅滞なくステークホルダーへ開示される措置を講じる。また、不測の事態

が発生した場合には、社長指揮下の対策本部を設置し、迅速な対応を行い、損害の拡大を

防止する体制を整えるものとする。

－ 15 －

(1)業務の適性を確保するための体制及び当該体制の運用状況
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④　当企業集団の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

（イ）当企業集団は、定例の取締役会を開催し、経営に関する重要事項の決定及び取締役の業務

執行状況の監督等を行う。

（ロ）当社は、将来の事業環境を踏まえた中期事業計画を策定し、企業集団の事業年度ごとの予

算を立案し、その目標達成に向けた具体策を立案・実行する。

（ハ）当社は、事業計画の進捗や予算の実績管理を行うため、月１回経営会議を開催し、企業集

団の経営数値の進捗管理及び適正な修正を行う。

⑤　企業集団における業務の適正を確保するための体制

（イ）当社は、企業集団における業務の適正を確保するため、グループ行動基準と関係会社規程

を定め、これに沿って整合性をもった諸規程の整備を子会社各社に求め、必要に応じてモ

ニタリングを行う。

（ロ）子会社を当社の内部監査部門による定期的な監査の対象とする。

（ハ）当社と子会社との取引または子会社間の取引については、第三者との取引と比較して著し

く乖離しないようにし、必要に応じて専門家等に確認する。

（ニ）当社は、当社の取締役または従業員を子会社の取締役及び監査役に相当人数を就任させ、

定期的に開催する取締役会に出席させ、その営業成績、財務状況その他重要な情報につい

て監視する。

⑥　財務報告の信頼性を確保するための体制

（イ）当企業集団は、財務報告の信頼性を確保するため、有効かつ適切な内部統制の整備・運用

を図る。

（ロ）内部監査室は、定期的かつ継続的に、その有効性を評価し、社長、監査等委員会及び取締

役会に報告する。

⑦　監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項と当該使用人の取締役からの独立性の

確保

（イ）監査等委員会は、内部監査室及びその他の使用人に対し、業務補助を行うよう命令できる

ものとする。また、職務の遂行上必要な場合、監査等委員会が使用人を取締役から独立さ

せて業務を行うよう指示できる体制をとるものとする。

（ロ）監査等委員会の職務を補助する使用人の任免・評価・賃金等に関しては、予め監査等委員

会の同意がなければならないとし、取締役からの独立性を確保する。

⑧　企業集団の取締役及び使用人が監査等委員会に報告するための体制

（イ）監査等委員会が選定する監査等委員は、取締役会のほか、経営会議その他の重要な会議に

出席し、経営上の重要情報について適時報告を受けられる体制とするとともに、重要な議

事録、稟議書等の閲覧をすることができる。
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（ロ）当社の監査等委員会が必要と判断した時は、当企業集団の取締役、監査役又は使用人等に

対して説明、報告を求めることができる。

（ハ）社内通報に関する規程を定め、適切に運用することにより、監査等委員会への適切な報告

体制を確保する。

⑨　当社の監査等委員会へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受け

ない事を確保するための体制

　当社グループの取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び従業員等は、監査等委員会

に直接報告を行うことができるものとし、当該報告を行ったことを理由として不利な取扱いを

行うことを社内規程等において禁止する。

⑩　その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

（イ）社長は、監査等委員会と定期的に会合を持ち、監査上の重要課題や対処すべき課題等につ

いて、意見または情報の交換ができる体制とする。

（ロ）内部監査室は、監査等委員会への連絡会議を随時開催し、企業集団の取締役及び使用人の

業務の適法性、妥当性について監査等委員会が報告を受けることができる体制とする。

（ハ）監査等委員会は会計監査人と随時会合を持ち、意見交換を行う。

（ニ）監査等委員の職務の執行によって生ずる費用の前払いまたは償還の手続き、またはその他

職務の執行について生ずる費用又は償還の処理については、監査等委員の請求に従い速や

かに処理をする。

　当事業年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況のうち主なものは、次のとお

りです。

①　業務執行の効率性向上に関する取組みの状況

　当社では、取締役会の決議によって重要な業務執行の決定を取締役に委任することにより、

効率的な意思決定を行っております。

　当事業年度は、取締役会を16回開催し、経営基本方針の決定、中期経営計画の策定、規程改

訂等について審議を行いました。

　また、取締役会及び経営会議においては、当社グループの個別・連結業績が報告され、当社

グループにおける経営目標の達成状況、経営課題とその対策について議論を行いました。

②　リスク管理体制及び取組みの状況

　当社では、リスク管理規程により、リスク管理委員会を設置し、当社代表取締役社長を委員

長とし、当社管理本部長、当社営業本部長、当社工事本部長、当社技術本部長、当社社長室長、

当社内部監査室長が委員を務め、当社及び子会社のリスク管理を行うことと定めております。

またリスク管理責任者を各管理部門の長と定め、当社及び子会社のリスク管理を行うこととし
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ております。

　具体的には、委員会はリスク管理部署（管理本部・営業本部・工事本部・技術本部）により

作成された報告書により、業務の遂行を阻害する行為がないかを確認するとともに、管理事項

について問題が発生した場合には速やかで適切な改善及び開示を行うこととしており、企業リ

スクの軽減に努めております。

　当事業年度においては、リスク管理委員会を２回開催しております。

③　コンプライアンス体制及び取組みの状況

　当社では、コンプライアンス体制の強化・推進を目的に、倫理委員会規程により倫理委員会

を設置し、当社代表取締役社長を委員長とし、当社管理本部長、当社営業本部長、当社工事本

部長、当社技術本部長、当社社長室長、当社内部監査室長が委員を務め、当社及び子会社の企

業倫理及び遵法精神に基づく企業行動の徹底を図るための重要方針を審議、立案及び推進する

ことと定めております。

　具体的には、年２回の定例会のほか、必要に応じて委員会を開催することとしており、また

「Ｂｒグループ企業行動基準」を作成し、社内及び子会社の役員を含む全従業員への啓蒙活動

を行うとともに、社内イントラネット上に「ヘルプデスク窓口」を設けて、子会社を含む従業

員よりの意見・提言を徴収し倫理活動に反映させるようにしております。

　当事業年度においては、倫理委員会を４回開催しております。

④　情報システム及び情報セキュリティーに関する取組みの状況

　当社では、情報システムの企画・開発・運用・保守というサイクルの中で、効果的な情報シ

ステムの投資、情報システムにまつわるリスクを適切にコントロールすることを目的とし、情

報システム委員会を設置しております。

　当事業年度においては、情報システム委員会を３回開催しております。

⑤　監査等委員会に関する運用状況

　現状の監査等委員会には独立性、専門性を有する社外役員が過半数在籍し、また、常勤の監

査等委員を設置し、内部監査室及び会計監査人等から機動的に情報収集、内部統制やリスク

管理等の運用状況、監査報告等の情報をモニタリングし、実査も含めガバナンスの強化に向け

た監視を行う体制としております。

　またガバナンスの実効性を高める対策としては、有効な経営情報を収集するため、内部監査

室との同行監査、子会社の重要会議・主要会議への出席及び議事録の閲覧等、加えて取締役の

業務執行把握のため、面談（ヒアリング)を計画的に実行しております。

⑥　内部監査に関する運用状況

　当社グループの内部監査は企業集団全体として経営の有効性、効率性を確保するための経営

管理体制のもとに業務の健全性・的確性及び社会的信頼性を確保することを目的としておりま
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す。

　当社における内部監査は、当社内部監査室において「内部監査実施計画書」を作成し、当社

グループ全社を対象に、内部監査規程に定められている内容（業務執行及び組織運用の状態、

諸規則及び会社の規程、通達等の実施状況、業務能率及び経営合理化の状態、財務管理及び収

支運営の状態、資産の取得、運営、保全及び処分事項）の他、適時に必要と考えられる項目（例

えば、国土交通省からの通達事項等社会的要求事項の実施状況）について監査を行っておりま

す。

⑦　関連当事者取引等

　当社または当社の子会社が新たに取引を行う場合、取引担当者は、取引開始前に取引相手が

関連当事者に該当しないかどうかについて当社IR管理部へ照会を行います。

　照会の結果、関連当事者と新たな取引を行う場合には、取締役会規程、職務権限規程及び稟

議規程に従い、取締役会において意思決定を行っております。また、関連当事者取引が承認さ

れた場合には、当社管理本部長は、有価証券報告書等の「関連当事者取引」への記載の要否の

検討について経理部長に指示しております。

(2) 株式会社の支配に関する基本方針

　当社は、財務及び事業の方針の決定を支配する者は、安定的な成長を目指し、企業価値の極大

化・株主共同の利益の増強に経営資源の集中を図るべきと考えております。

　現時点では特別な防衛策は導入いたしておりませんが、今後も引き続き社会情勢等の変化を注

視しつつ弾力的な検討を行ってまいります。

(3) 剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社は、業績に対応した配当を継続的かつ安定的に実施することを基本とし、将来の事業展開

と経営基盤の強化に備えるため、設計・開発を含む技術サポートの強化及び国内拠点ネットワー

クの整備等、内部留保金の充実等を勘案したうえで積極的に株主に利益還元していく方針であり

ます。

　当事業年度の期末配当金につきましては、１株につき２円とさせていただくことを提案いたし

ました。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成29年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 預 金

受取手形・完成工事未収入金等

未 成 工 事 支 出 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

材 料 貯 蔵 品

未 収 入 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 ・ 構 築 物

機械・運搬具・工具器具備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

電 話 加 入 権

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

16,306,157

1,890,000

8,144,368

1,939,942

755,226

186,571

92,710

3,023,394

258,934

17,159

△2,151

4,350,906

3,612,474

1,098,355

270,132

2,097,557

6,256

140,173

108,301

85,496

20,303

2,501

630,130

435,188

15,000

3,757

195,042

△18,858

流 動 負 債 14,852,413

支 払 手 形 ・ 工 事 未 払 金 等 6,647,171

電 子 記 録 債 務 1,779,303

未 払 金 170,292

短 期 借 入 金 2,910,000

１年内返済予定の長期借入金 674,825

未 払 法 人 税 等 297,751

未 払 消 費 税 等 45,321

未 成 工 事 受 入 金 1,492,934

工 事 損 失 引 当 金 288,581

完 成 工 事 補 償 引 当 金 148,701

そ の 他 397,532

固 定 負 債 1,089,868

長 期 借 入 金 903,980

繰 延 税 金 負 債 114,983

そ の 他 70,904

負 債 合 計 15,942,282

純 資 産 の 部

株 主 資 本 4,483,568

資 本 金 1,317,541

資 本 剰 余 金 785,582

利 益 剰 余 金 2,435,151

自 己 株 式 △54,705

その他の包括利益累計額 100,942

その他有価証券評価差額金 100,942

新 株 予 約 権 87,583

非 支 配 株 主 持 分 42,687

純 資 産 合 計 4,714,781

資 産 合 計 20,657,063 負 債 ・ 純 資 産 合 計 20,657,063

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 24,366,476

売 上 原 価 20,942,342

売 上 総 利 益 3,424,133

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,051,724

営 業 利 益 1,372,408

営 業 外 収 益 50,769

受 取 利 息 88

受 取 配 当 金 5,884

ス ク ラ ッ プ 売 却 益 13,915

受 取 保 険 金 1,379

そ の 他 29,501

営 業 外 費 用 94,402

支 払 利 息 31,512

工 事 保 証 料 18,131

資 金 調 達 費 用 26,550

株 式 交 付 費 11,345

そ の 他 6,862

経 常 利 益 1,328,776

特 別 利 益 30

投 資 有 価 証 券 売 却 益 30

特 別 損 失 561

投 資 有 価 証 券 評 価 損 561

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,328,245

法 人 税 等 合 計 427,921

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 357,803

法 人 税 等 調 整 額 70,117

当 期 純 利 益 900,324

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,246

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 899,077

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当連結会計年度期首残高 800,500 163,806 1,627,180 △104,471 2,487,015

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

新 株 の 発 行 517,041 517,041 1,034,082

剰 余 金 の 配 当 △91,107 △91,107

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

899,077 899,077

自 己 株 式 の 取 得 △17 △17

自 己 株 式 の 処 分 104,734 49,783 154,518

株主資本以外の項目の連結
会計年度変動額(純額 )

当連結会計年度変動額合計 517,041 621,775 807,970 49,765 1,996,552

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 1,317,541 785,582 2,435,151 △54,705 4,483,568

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
新 株 予 約 権 非支配株主持分 純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
その他の包括利益
累 計 額 合 計

当連結会計年度期首残高 110,356 110,356 41,292 41,441 2,680,105

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

新 株 の 発 行 1,034,082

剰 余 金 の 配 当 △91,107

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

899,077

自 己 株 式 の 取 得 △17

自 己 株 式 の 処 分 154,518

株主資本以外の項目の連結
会計年度変動額(純額 )

△9,413 △9,413 46,291 1,246 38,123

当連結会計年度変動額合計 △9,413 △9,413 46,291 1,246 2,034,676

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 100,942 100,942 87,583 42,687 4,714,781

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　５社

・主要な連結子会社の名称　　極東興和㈱

東日本コンクリート㈱

(2) 持分法の適用に関する事項

　持分法を適用していない関連会社（東コン三谷セキサン㈱）は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、

全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結会計年度の末日と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

　イ．関係会社株式　　　　　　移動平均法による原価法

ロ．その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

・時価のないもの　　　　　移動平均法による原価法

ハ．棚卸資産

・未成工事支出金、商品及

び製品、仕掛品

個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法）

・材料貯蔵品　　　　　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産　　　　　　定率法

（リース資産を除く）　　　　ただし、当社本館建物及び平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設

備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物に

ついては、定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物･構築物　　　　　　 　12～50年

機械･運搬具･工具器具備品　３～９年

－ 23 －
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ロ．無形固定資産　　　　　　定額法

（リース資産を除く）　　　　なお、自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。

ハ. リース資産　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております｡

③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金　　　　　　　売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を

検討して、回収不能見込額を計上しております。

ロ．工事損失引当金　　　　　受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における受注契約

に係る損失見込額を計上しております。

ハ．完成工事補償引当金　　　完成工事に係る瑕疵担保等の支出に備えるため、瑕疵担保期間内における将来

の補償見込額を計上しております。

④　重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高の計上基準　　　　完成工事高の計上は、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性

が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗の見積りは原価比例

法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。なお、工

事進行基準による当連結会計年度完成工事高は17,988,340千円であります。

⑤　その他連結計算書類作成のための重要な事項

イ．建設業施行規則（昭和24年建設省令第14号）に準じて連結計算書類を作成しております。

ロ．消費税等の会計処理の方法　税抜方式によっております。

ハ．連結納税制度の適用　連結納税制度を適用しております。

２．会計方針の変更に関する注記

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び

構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　これによる損益に与える影響は軽微であります。

３．追加情報

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当連結

会計年度から適用しております。

－ 24 －

連結注記表



2017/05/19 16:17:08 / 16269099_株式会社ビーアールホールディングス_招集通知

４．連結貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 8,492,079千円

（減損損失累計額含む）

(2) 担保に供している資産

投資有価証券 310,442千円

建物・構築物 1,040,677千円

機械・工具器具備品 49,017千円

土　地 1,861,820千円

計 3,261,957千円

  上記有形固定資産のうち工場財団抵当に供している資産

建物・構築物 389,266千円

機械・工具器具備品 49,017千円

土　地 1,207,886千円

計 1,646,170千円

  担保に係る債務

長期借入金（１年内返済予定額を含む） 900,999千円

短期借入金 2,860,000千円

計 3,760,999千円

(3) 受取手形割引高

　　電子記録債権割引高

452,922千円

129,270千円

(4) 損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示してお

ります。損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金のうち、工事損失引当金に対応する額は、

287,555千円であります。

(5) 貸出コミットメント

　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行６行と貸出コミットメント契約を締結しており

ます。

　当連結会計年度末における貸出コミットメント契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 2,400,000千円

借入実行残高 2,000,000千円

差引額 400,000千円

－ 25 －
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５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 17,240千株 22,460千株 －千株 39,700千株

(注) 発行済株式の総数の増加は、平成28年９月６日を払込期日とする公募による新株式の発行によるもの

2,610,000株及び平成28年10月１日付で１株につき２株の割合で株式分割を実施したことによるもの19,850,000

株であります。

(2) 自己株式の数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 818千株 428千株 390千株 857千株

(注) 普通株式の自己株式の数の増加は、単元未満株の買取40株及び平成28年10月１日付で１株につき２株の割合で

株式分割を実施したことによる増加428,588株によるものであります。普通株式の自己株式の数の減少は、平成28

年９月28日を払込期日とする第三者割当による自己株式の処分によるものであります。

(3) 配当に関する事項

①　配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基 準 日 効 力 発 生 日

平成28年６月24日
定時株主総会

普通株式 32,842 ２ 平成28年３月31日 平成28年６月27日

平成28年11月４日
取 締 役 会

普通株式 58,264 ３ 平成28年９月30日 平成28年12月１日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　平成29年６月23日開催予定の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案し

ております。

イ.配当金の総額　　　　　　　　　77,685千円

ロ.１株当たりの配当額　　　　　　　　　２円

ハ.基準日　　　　　　　　　平成29年３月31日

ニ.効力発生日　　　　　　　平成29年６月26日

　なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

(4) 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的とな

る株式の種類及び数

普通株式　　486,000株

－ 26 －
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６．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については主に流動性の高い預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入等により

資金を調達しております。

　受取手形・完成工事未収入金等に係る顧客の信用リスクは、営業管理規程の売上債権管理要領に沿ってリスク

低減を図っております。また、投資有価証券は株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っ

ております。

　借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であります。デリバティブ取引について

は現在実施しておりません。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成29年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

　なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。（（注2）参照）

（単位：千円）

連結貸借対照表計上額
（※）

時価（※） 差額

(1) 現金預金 1,890,000 1,890,000 －

(2) 受取手形・完成工事未収入金等 8,144,368 8,144,368 －

(3) 未収入金 3,023,394 3,023,394 －

(4) 投資有価証券

その他有価証券 356,403 356,403 －

(5) 支払手形・工事未払金等 (6,647,171) (6,647,171) －

(6) 電子記録債務 (1,779,303) (1,779,303) －

(7) 未払金 (170,292) (170,292) －

(8) 短期借入金 (2,910,000) (2,910,000) －

(9) 未払法人税等 (297,751) (297,751) －

(10)未払消費税等 (45,321) (45,321) －

(11)未成工事受入金 (1,492,934) (1,492,934) －

(12)長期借入金 (1,578,805) (1,580,735) 1,930

（※）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

　　　長期借入金は「１年内返済予定の長期借入金」を含めて表示しております。

－ 27 －
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（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

(1)現金預金、(2)受取手形・完成工事未収入金等、並びに(3)未収入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(4)投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

(5)支払手形・工事未払金等、(6)電子記録債務、(7)未払金、(8)短期借入金、(9)未払法人税等、(10)未払消費税等、

並びに(11)未成工事受入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(12)長期借入金

　これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規調達を行った場合に想定される利率で割り引いて算定す

る方法によっております。

（注2）時価を把握するのが極めて困難と認められる金融商品

区 　 分 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額

非上場株式 78,784千円

関係会社株式 15,000千円

　これらについては、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(4)投資有価証

券」には含めておりません。

７．賃貸等不動産に関する注記

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社では、広島県において、賃貸用の住宅及び店舗ビル（土地を含む）を有しております。

(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項

連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額 時 　 価

165,789千円 532,123千円

（注1）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

（注2）当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づく不動産鑑定士からの評価額に基づき評

価しております。

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 118円３銭

(2) １株当たり当期純利益 24円84銭

（注）当社は、平成28年10月１日付で株式１株につき２株の株式分割を行っております。当該株式分割については、当
連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額
を算定しております。

－ 28 －
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貸　借　対　照　表
（平成29年３月31日現在）

(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 預 金

営 業 外 受 取 手 形

関 係 会 社 短 期 貸 付 金

未 収 入 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 装 置

備 品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

電 話 加 入 権

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 前 払 費 用

敷 金

3,339,272

778,161

12,474

2,198,433

294,160

53,671

2,371

5,627,518

1,212,392

282,865

863

1,504

15,282

908,736

3,140

64,051

63,809

241

4,351,074

317,976

4,018,367

1,734

12,995

流 動 負 債 3,256,312

短 期 借 入 金 2,400,000

１年内返済予定の長期借入金 587,100

リ ー ス 債 務 2,658

未 払 金 43,048

未 払 費 用 4,481

未 払 法 人 税 等 110,488

未 払 消 費 税 等 1,292

預 り 金 107,243

固 定 負 債 931,526

長 期 借 入 金 810,000

繰 延 税 金 負 債 37,833

リ ー ス 債 務 886

長 期 未 払 金 1,830

長 期 預 り 保 証 金 80,976

負 債 合 計 4,187,838

純 資 産 の 部

株 主 資 本 4,604,692

資 本 金 3,017,041

資 本 剰 余 金 828,684

資 本 準 備 金 517,041

そ の 他 資 本 剰 余 金 311,643

利 益 剰 余 金 813,672

利 益 準 備 金 48,540

そ の 他 利 益 剰 余 金 765,132

繰 越 利 益 剰 余 金 765,132

自 己 株 式 △54,705

評 価 ・ 換 算 差 額 等 86,676

その他有価証券評価差額金 86,676

新 株 予 約 権 87,583

純 資 産 合 計 4,778,952

資 産 合 計 8,966,790 負 債 ・ 純 資 産 合 計 8,966,790

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

営 業 収 益 572,487

関 係 会 社 受 取 配 当 金 236,880

経 営 管 理 収 入 152,172

不 動 産 賃 貸 収 入 183,435

営 業 費 用 431,642

不 動 産 賃 貸 原 価 58,510

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 373,131

営 業 利 益 140,844

営 業 外 収 益 23,163

受 取 利 息 18,324

受 取 配 当 金 3,242

そ の 他 1,596

営 業 外 費 用 50,897

支 払 利 息 19,815

資 金 調 達 費 用 16,550

株 式 交 付 費 11,345

そ の 他 3,186

経 常 利 益 113,110

税 引 前 当 期 純 利 益 113,110

法 人 税 等 合 計 △68,734

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 △96,320

法 人 税 等 調 整 額 27,586

当 期 純 利 益 181,844

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 30 －
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株主資本等変動計算書

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己
株 式

株 主
資 本
合 計

資 本
準 備 金

そ の 他
資 本
剰 余 金

資本剰余金
合 計

利益準備金

そ の 他
利益剰余金 利 益

剰 余 金
合 計繰 越 利 益

剰 余 金

当 期 首 残 高 2,500,000 － 206,908 206,908 39,429 683,505 722,935 △104,471 3,325,372

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 517,041 517,041 517,041 － 1,034,082

剰 余 金 の 配 当 － 9,110 △100,217 △91,107 △91,107

当 期 純 利 益 － 181,844 181,844 181,844

自 己 株 式 の 取 得 － － △17 △17

自 己 株 式 の 処 分 104,734 104,734 － 49,783 154,518

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 517,041 517,041 104,734 621,775 9,110 81,626 90,737 49,765 1,279,319

当 期 末 残 高 3,017,041 517,041 311,643 828,684 48,540 765,132 813,672 △54,705 4,604,692

評 価 ・ 換 算 差 額 等
新 株 予 約 権 純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
評価・換算差額等合計

当 期 首 残 高 96,619 96,619 41,292 3,463,284

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 1,034,082

剰 余 金 の 配 当 △91,107

当 期 純 利 益 181,844

自 己 株 式 の 取 得 △17

自 己 株 式 の 処 分 154,518

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

△9,942 △9,942 46,291 36,348

当 期 変 動 額 合 計 △9,942 △9,942 46,291 1,315,668

当 期 末 残 高 86,676 86,676 87,583 4,778,952

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 31 －
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　関係会社株式　　　　　　　移動平均法による原価法

②　その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定）

・時価のないもの　　　　　　移動平均法による原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産　　　　　　　定率法

　　（リース資産を除く）　　　ただし、本館建物及び平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を

除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につい

ては、定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであり

ます。

　建物　　　15～50年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

・自社利用のソフトウエア　　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

③　リース資産　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております｡

(3) 引当金の計上基準

　　貸倒引当金　　　　　　　　売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を

検討して、回収不能見込額を計上することとしております。

(4) その他計算書類作成のための基本となる事項

消費税等の会計処理　　　　　　税抜方式によっております。

連結納税制度の適用　　　　　　連結納税制度を適用しております。

２．会計方針の変更に関する注記

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第32号 平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物

に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　これによる損益に与える影響は軽微であります。

－ 32 －
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３．追加情報

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当事業

年度から適用しております。

４．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 373,926千円

(2) 担保に供している資産

投資有価証券 310,442千円

建　物・構築物 283,728千円

土　地 851,736千円

計 1,445,907千円

  担保に係る債務

長期借入金（１年内返済予定額を含む） 774,999千円

短期借入金 2,350,000千円

計 3,124,999千円

(3) 保証債務

　　他の会社の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っております。

　極東興和㈱ 26,520千円

　キョクトウ高宮㈱ 6,685千円

(4) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

①　短期金銭債権 2,492,480千円

②　短期金銭債務 124,876千円

③　長期金銭債務 59,150千円

(5) 貸出コミットメント

　運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行６行と貸出コミットメント契約を締結しております。

　当事業年度末における貸出コミットメント契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 2,400,000千円

借入実行残高 2,000,000千円

差引額 400,000千円

－ 33 －
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５．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

①　営業収益 285,941千円

②　営業費用 60,434千円

③　営業取引以外の取引高 52,597千円

６．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 818千株 428千株 390千株 857千株

(注) 普通株式の自己株式の数の増加は、単元未満株の買取40株及び平成28年10月１日付で１株につき２株の割合で株

式分割を実施したことによる増加428,588株によるものであります。普通株式の自己株式の数の減少は、平成28年

９月28日を払込期日とする第三者割当による自己株式の処分によるものであります。

７．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

株式報酬費用 8,611千円

未払事業税 966千円

関係会社株式評価損 197,006千円

減損損失 5,441千円

繰越欠損金 113,169千円

その他 1,206千円

繰延税金資産小計 326,401千円

評価性引当額 △272,597千円

繰延税金資産合計 53,803千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △37,966千円

繰延税金負債合計 △37,966千円

繰延税金資産の純額 15,837千円

－ 34 －
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８．関連当事者との取引に関する注記

種 類 会社等の名称
資本金
(百万円)

事業の内容
議決権等の
所 有 割 合

（％）

関 係 内 容
取引の内容

取引金額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）役 員 の

兼 任 等
事 業 上 の
関 係

子会社 極東興和㈱ 100
建 設 事
業・製品
販売事業

100 兼務 5名

経営指導及
び経営管理
システムの
サービス提
供

経営指導コンサ
ルティング契
約、経営管理サ
ービス契約及び
工場土地・事務
所賃貸契約

256,404

未 収 入 金

長期預り保証金

短 期 貸 付 金

185,724

58,950

1,533,621

当社借入に対す
る債務被保証

2,360,000

当社借入に対す
る担保提供

1,277,495

債務保証 26,520

子会社
キョクトウ高
宮㈱

100
製品販売
事業

100 －

経営指導及
び経営管理
システムの
サービス提
供

債務保証 6,685 短 期 貸 付 金 664,811

子会社
ケイ・エヌ情
報システム㈱

50
情報シス
テム事業

80 兼務 1名

経営管理シ
ステムの開
発、保守委
託

当社の情報処理
業務、ソフト開
発委託

90,133
未 払 金 23,570

預 り 金 81,159

（注1）当社グループ内の企業相互間の余剰資金を集中管理することにより、資金の効率化を図る目的でCMS（キャッ
シュマネジメントシステム）を導入しており、市場金利等を勘案した上で取引条件を決定しております。な
お、グループ内の会社間で資金の貸借を随時行っているため、取引金額は記載しておりません。また、上記期
末残高の預り金及び短期貸付金はCMSに係るものであります。

（注2）取引条件及び取引条件の決定方針等
経営指導コンサルティング料は、毎期各関連当事者の業績を勘案しながら交渉の上、決定しております。
経営管理サービス料は、毎期各関連当事者の基幹システム使用量等を勘案しながら交渉の上、決定しておりま
す。
情報処理業務、ソフト開発委託及び事務所賃貸契約については、一般顧客と同等の取引条件で決定しておりま
す。
債務被保証・債務保証について、保証料の収受は行っておりません。

９．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 120円78銭

(2) １株当たり当期純利益 ５円２銭

（注）当社は、平成28年10月１日付で株式１株につき２株の株式分割を行っております。当該株式分割については、当
事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額を算
定しております。

－ 35 －
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成２９年５月１７日
株式会社ビーアールホールディングス

　取　 締　 役　 会　　　　御　 中

有限責任監査法人　トーマツ

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 家 元 　 清 文 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 川 畑 　 秀 和 

　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、株式会社ビーアールホールディング

スの平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査

を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結

計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の

ない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運

用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に

対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる

監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を

実施することを求めている。

－ 36 －
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　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施

される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽

表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について

意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた

適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討

する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行わ

れた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して、株式会社ビーアールホールディングス及び連結子会社からなる企業集団の当

該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。

以　上

－ 37 －
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成２９年５月１７日
株式会社ビーアールホールディングス

　取　 締　 役　 会　　　　御　 中

有限責任監査法人　トーマツ

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 家 元 　 清 文 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 川 畑 　 秀 和 

　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ビーアールホールデ

ィングスの平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までの第１５期事業年度の計算書類、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細

書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算

書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重

要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と

判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びそ

の附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥

当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及び

その附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画

を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

－ 38 －
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　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及

びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的

は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書

の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方

針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及

びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益

の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。

以　　上

－ 39 －

計算書類に係る会計監査報告
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監査等委員会の監査報告

監　査　報　告　書

当監査等委員会は、平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までの第１５期事業年度における

取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたしま

す。

１．監査の方法及びその内容

監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容

並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその

構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、

下記の方法で監査を実施しました。

①　監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な

会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説

明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査し

ました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、

必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針については、取締役会その他

における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも

に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま

た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131

条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従

って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

－ 40 －

監査等委員会の監査報告
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め

ます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められ

ません。

③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ

ステムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認めら

れません。

④　事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本

方針は相当であると認めます。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成２９年５月１９日

株式会社ビーアールホールディングス　監査等委員会

常勤監査等委員 藤 並 信 幸 

監 査 等 委 員 小 田 清 和 

監 査 等 委 員 佐 上 芳 春 

（注）監査等委員小田清和及び佐上芳春は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取締役

であります。

以　上

－ 41 －

監査等委員会の監査報告
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件

　剰余金処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

　当社は、今後の経営環境のなかで、企業体質の強化、収益力の向上、将来の事業展開に備えた

財務体質強化を図るため、内部留保にも配慮しながら、株主の皆様に対する利益還元を経営の重

要課題と位置付け、安定的、継続的な配当を行っていきたいと考えております。

　当期の期末配当につきましては、当期の業績及び今後の経営環境等を考慮し、下記のとおりと

いたしたいと存じます。

記

1. 配当財産の種類

金銭といたします。

2. 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金２円　配当総額は77,685,648円

（注）当社は平成28年10月１日付で普通株式１株を２株とする株式分割を実施しております。平成28年

９月30日を基準日としてお支払いしました中間配当金（１株につき３円）は、当該株式分割実施

後の１株当たり配当金に換算すると１円50銭に相当しますので、期末配当と合わせた当期の年間

配当金相当額は１株当たり３円50銭となり、前期の年間配当額は１株当たり２円に相当しますの

で、当期は実質１円50銭の増配となります。

3. 剰余金の配当が効力を生じる日

平成29年６月26日といたしたいと存じます。

－ 42 －

剰余金処分の件
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第２号議案　取締役（監査等委員であるものを除く。）６名選任の件

　取締役（監査等委員であるものを除く。）全員（７名）は、本定時株主総会終結の時をもって任
期満了となります。つきましては、経営機構改革を実施し、取締役会において戦略的かつ機動的な
意思決定が行えるよう１名減員し、取締役（監査等委員であるものを除く。）６名の選任をお願い
するものであります。
　なお、本議案について、監査等委員会において検討がなされましたが、意見はございませんでし
た。
　取締役（監査等委員であるものを除く。）候補者は次のとおりであります。

候 補 者
番 号

ふ り が な

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社の
株 式 数

１

ふじ

藤
た

田
きみ

公
やす

康

(昭和25年９月９日生)

昭和51年８月　大塚製薬㈱入社

昭和56年９月　極東工業㈱（現　極東興和㈱）入社取

締役社長室長

昭和58年９月　同社常務取締役管理本部長

昭和60年９月　同社代表取締役社長

平成５年９月　同社代表取締役会長

平成13年６月　同社代表取締役社長

平成14年９月　当社取締役

平成17年６月　当社代表取締役社長（現任）

平成27年５月　極東興和㈱代表取締役

平成27年６月　同社代表取締役社長（現任）

（重要な兼職の状況）

　極東興和㈱　代表取締役社長

2,695,800株

選任の理由

経営者として当社グループの経営を担い、強いリーダーシップでグループ全体を牽引してきた長年の
実績と経営全般における豊富な経験と幅広い見識は、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値向上
の実現のために必要な人材と判断し、引き続き取締役候補者としました。

２

た

多
が

賀
くに

邦
ゆき

行

(昭和27年８月24日生)

昭和50年４月　極東工業㈱（現　極東興和㈱）入社

平成17年９月　同社福岡支店技術部長

平成20年４月　同社広島支店技術部長

平成22年４月　同社福岡支店長

平成23年６月　同社取締役福岡支店長

平成25年４月　同社取締役工事本部長（現任）

平成25年６月　当社取締役工事本部長（現任）

（重要な兼職の状況）

　極東興和㈱　取締役工事本部長

144,200株

選任の理由

主に生産及び工事部門で豊富な経験を有し、現在、当社工事本部長としてグループ全体の品質管理・

施工管理・工程管理・安全管理でリーダーシップを発揮するなど、当社の持続的な成長と中長期的な

企業価値向上の実現のために必要な人材と判断し、引き続き取締役候補者としました。

－ 43 －

取締役（監査等委員であるものを除く。）７名選任の件
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候 補 者
番 号

ふ り が な

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社の
株 式 数

３

やま

山
ね

根
たか

隆
し

志

(昭和34年５月31日生)

昭和55年４月　極東工業㈱（現　極東興和㈱）入社

平成20年４月　同社大阪支店営業部長

平成22年４月　同社事業本部事業推進部長

平成25年４月　同社営業本部副本部長

平成26年６月　同社取締役営業本部副本部長

平成27年６月　同社取締役営業本部長（現任）

平成27年６月　当社取締役営業本部長（現任）

平成27年６月　東日本コンクリート㈱取締役（現任）

（重要な兼職の状況）

　極東興和㈱　取締役営業本部長

　東日本コンクリート㈱　取締役

24,200株

選任の理由

主に営業及び技術開発部門で豊富な経験を有し、現在、当社営業本部長としてグループ全体の営業戦

略・研究開発・海外事業でリーダーシップを発揮するなど、当社の持続的な成長と中長期的な企業価

値向上の実現のために必要な人材と判断し、引き続き取締役候補者としました。

４

やま

山
がた

縣
 

　
おさむ

修

(昭和31年２月19日生)

昭和53年４月　極東工業㈱（現　極東興和㈱）入社

平成22年４月　同社広島支店長

平成22年10月　同社東京支店長

平成27年４月  同社管理本部副本部長

平成27年６月  同社取締役管理本部長（現任）

平成27年６月  当社取締役管理本部長（現任）

（重要な兼職の状況）

　極東興和㈱　取締役管理本部長

39,000株

選任の理由

主に営業部門で豊富な経験を有し、現在、当社管理本部長としてグループ全体のコンプライアンス・

業績管理・ＩＲ活動でリーダーシップを発揮するなど、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値向

上の実現のために必要な人材と判断し、引き続き取締役候補者としました。

－ 44 －

取締役（監査等委員であるものを除く。）７名選任の件
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候 補 者
番 号

ふ り が な

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社の
株 式 数

５

いし

石
い

井
かず

一
お

生

(昭和34年９月27日生)

昭和58年４月　建設省（現　国土交通省）入省

平成２年３月　外務省出向 在ミャンマー日本大使館

二等書記官

平成９年11月　JICA専門家タイ王国道路局派遣

平成13年１月　国土交通省中国地方整備局松江国道工

事事務所長

平成15年７月　広島高速道路公社企画調査部長

平成17年11月  国土交通省総合政策局国際建設技術企

画官

平成20年４月  高知県土木部長

平成24年９月  国土交通省四国地方整備局企画部長

平成27年10月　当社工事本部技術担当顧問 兼 海外事

業担当顧問

平成28年６月　当社取締役技術本部長（現任）

600株

選任の理由

国土交通省において要職を歴任し、海外での勤務実績など豊富な経験と幅広い見識は、当社グループ

の建設事業・海外事業の拡大など、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値向上の実現のために必

要な人材と判断し、引き続き取締役候補者としました。

６

あま

天
つ

津
たけ

武
し

史

(昭和33年２月４日生)

昭和56年４月　極東工業㈱（現　極東興和㈱）入社

平成17年７月　当社運営本部部長

平成20年４月　当社管理本部経理部長

平成23年６月　東日本コンクリート㈱監査役（現任）

平成28年６月　当社取締役管理本部副本部長　兼　経

理部長（現任）

（重要な兼職の状況）

　東日本コンクリート㈱　監査役

2,400株

選任の理由

主に経理・財務部門で豊富な経験を有し、現在、当社管理本部副本部長兼経理部長としてグループ全

体の決算処理・税務関連業務・資金管理業務を統括しており、その財務及び会計に関する高い見識は、

当社の持続的な成長と中長期的な企業価値向上の実現のために必要な人材と判断し、引き続き取締役

候補者としました。

（注）各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

－ 45 －

取締役（監査等委員であるものを除く。）７名選任の件
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第３号議案　監査等委員である取締役３名選任の件

　監査等委員である取締役（３名）は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。つ
きましては、引き続き内部統制機能及び取締役の職務執行監査機能の改善強化を実施するため監査
等委員である取締役３名の選任をお願いするものであります。
　また、本議案に関しましてはあらかじめ監査等委員会の同意を得ております。監査等委員である
取締役の候補者は、次のとおりであります。

候 補 者
番 号

ふ り が な

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 数

１

ふじ

藤
なみ

並
のぶ

信
ゆき

幸

(昭和27年10月24日生)

昭和49年10月　極東工業㈱（現　極東興和㈱）入社

平成15年４月　同社福岡支店副支店長

平成18年４月　興和コンクリート㈱（現　極東興和㈱）入

社営業本部副本部長

平成20年４月　極東興和㈱管理本部管理部長

平成22年４月　当社社長室長

平成22年６月　当社社長室長兼IR管理部長

平成23年６月　極東興和㈱取締役管理本部長

平成27年６月　当社取締役（監査等委員）（現任）

平成27年６月　極東興和㈱監査役（現任）

（重要な兼職の状況）

　極東興和㈱　監査役

122,700株

選任の理由

極東興和㈱管理本部長として総務・企画部門での豊富な経験を有し、現在、監査等委員である取締役と
してグループ全体のコンプライアンス強化及び職務執行監査においてリーダーシップを発揮するな
ど、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値向上の実現のために必要な人材と判断し、引き続き監査
等委員である取締役候補者としました。

２

お

小
だ

田
きよ

清
かず

和

(昭和31年10月20日生)

昭和58年４月　広島弁護士会弁護士登録

昭和58年４月　城北法律会計事務所（現　広島総合法律

会計事務所）入所（現任）

平成13年11月　㈱アンフィニ広島 社外監査役（現任）

平成18年６月　当社社外監査役

平成24年４月　広島弁護士会会長

平成27年６月　当社取締役（監査等委員）（現任）

（重要な兼職の状況）

　㈱アンフィニ広島　社外監査役

8,000株

社外取締役候補者 選任の理由

過去に会社経営に直接関与した経験はありませんが、法律の専門家としての幅広い実績と識見を持つ弁
護士であり、主に法務面での監査及びアドバイスを行うことが可能であり、また当社の経営の意思決
定、執行を中立的な立場で監督できることを勘案し、引き続き監査等委員である取締役候補者としまし
た。
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候 補 者
番 号

ふ り が な

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 数

３

さ

佐
がみ

上
よし

芳
はる

春

(昭和24年２月２日生)

昭和56年４月　監査法人朝日会計社（現　有限責任あず

さ監査法人）入所

平成15年４月　広島県包括外部監査人

平成17年４月　日本公認会計士協会理事（中国会会長兼

任）

平成21年７月　国有財産中国地方審議会委員（現任）

平成22年７月　佐上公認会計士事務所所長（現任）

平成24年６月　広島市農業協同組合　監事（現任）

平成25年６月　当社社外監査役

平成26年４月　広島市立大学　監事（現任）

平成27年６月　当社取締役（監査等委員）（現任）

（重要な兼職の状況）

　広島市農業協同組合　監事

　広島市立大学　監事

1,300株

社外取締役候補者 選任の理由

過去に会社経営に直接関与した経験はありませんが、会計の専門家としての幅広い実績と識見を持つ公
認会計士であり、会計関係の監査及びアドバイスを行うことが可能であり、また当社の経営の意思決
定、執行を中立的な立場で監督できることを勘案し、引き続き監査等委員である取締役候補者としまし
た。

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．小田清和氏及び佐上芳春氏は、監査等委員である取締役候補者（社外取締役）であります。

３．現在、小田清和氏及び佐上芳春氏は当社の監査等委員である社外取締役でありますが、監査

等委員である社外取締役としての在任期間は、本定時株主総会終結の時をもって両氏とも２

年となります。

４．監査等委員である取締役（社外取締役）候補者との責任限定契約について

　当社は、監査等委員である取締役（社外取締役）が期待される役割を充分発揮できるよう、業務

執行取締役等でない取締役との間で、任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契約を締結

しております。これにより、小田清和氏及び佐上芳春氏が監査等委員である取締役（社外取締役）

に再任された場合には、本契約を継続する予定であります。

　その契約内容の概要は、次のとおりであります。

①取締役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合は、会社法第425条第１項の

最低責任限度額を限度としてその責任を負う。

②上記の責任限度が認められるのは、取締役がその責任の原因となった職務の遂行について、善意

でかつ重大な過失がないときに限るものとする。

５．小田清和氏及び佐上芳春氏は東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、両氏

が再任された場合は、当社は引き続き両氏を独立役員として届け出る予定であります。
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第４号議案　補欠の監査等委員である取締役２名選任の件

　平成27年６月25日開催の第13回定時株主総会において補欠の監査等委員である取締役に選任され

た中川龍登氏及び蟬川公司氏の選任の効力は、当社定款の規定により本総会開始の時までとされて

おりますので、監査等委員である取締役が法令に定める員数を欠くことになる場合に備え、改めて

補欠の監査等委員である取締役２名の選任をお願いするものであります。

　なお、本選任の効力につきましては、監査等委員である取締役就任前に限り、監査等委員会の同

意を得て取締役会の決議によりその選任を取り消すことができるものとさせていただきます。

　また、本議案に関しましてはあらかじめ監査等委員会の同意を得ております。補欠の監査等委員

である取締役の候補者は、次のとおりであります。

候 補 者
番 号

ふ り が な

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 数

１

なか

中
がわ

川
たつ

龍
と

登

(昭和27年５月５日生)

昭和51年８月　極東工業㈱（現　極東興和㈱）入社

平成20年４月　当社管理本部経理課長

平成26年７月　当社内部監査室長（現任）

4,000株

選任の理由

当社内部監査室長としてグループ全体の内部統制システム保持及び監査業務においてリーダーシップ

を発揮し、監査等委員である取締役を補佐してきた実績とこれまでの豊富な実務経験を踏まえ、当社

監査等委員である取締役としての職務を適切に遂行できるものと判断し、引き続き補欠の監査等委員

である取締役候補者としました。

２

せみ

蟬
かわ

川
こう

公
じ

司

(昭和46年２月７日生)

平成９年10月　中央監査法人（後　中央青山監査法

人）入所

平成14年１月　中央青山監査法人退所

平成14年６月　蟬川公認会計士事務所所長（現任）

平成19年７月　内部統制アドバイザリー㈱取締役

平成21年７月　内部統制アドバイザリー㈱代表取締役

（現任）

平成28年９月　(独)酒類総合研究所　監事（現任）

－株

社外取締役候補者 選任の理由

過去に会社経営に直接関与した経験はありませんが、公認会計士として企業財務に精通し、内部統制

システムの構築及び運用に充分な見識を有しており、当社監査等委員である取締役（社外取締役）と

しての職務を適切に遂行できるものと判断し、引き続き補欠の監査等委員である取締役候補者としま

した。

（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２．蟬川公司氏は、補欠の監査等委員である取締役候補者（社外取締役）であります。
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３．監査等委員である取締役（社外取締役）との責任限定契約について

　当社は、監査等委員である取締役（社外取締役）が期待される役割を充分発揮できるよう、業務

執行取締役等でない取締役との間で、任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契約を締結

することとしております。これにより、蟬川公司氏が監査等委員である取締役（社外取締役）に就

任された場合には、当該契約を締結する予定であります。

　その契約内容の概要は、次のとおりであります。

①取締役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合は、会社法第425条第１項の

最低責任限度額を限度としてその責任を負う。

②上記の責任限度が認められるのは、取締役がその責任の原因となった職務の遂行について、善意

でかつ重大な過失がないときに限るものとする。

以　　上
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＜インターネットによる議決権行使のご案内＞

インターネットにより議決権を行使される場合は、下記事項をご確認のうえ、行使していただきま

すようお願い申しあげます。

当日ご出席の場合は、郵送（議決権行使書）またはインターネットによる議決権行使のお手続きは

いずれも不要です。

記

１．議決権行使サイトについて

（１）インターネットによる議決権行使は、パソコン、スマートフォンまたは携帯電話（ｉモード、

EZweb、Yahoo!ケータイ）※から、当社の指定する議決権行使サイト（ 

http://www.evote.jp/ ）にアクセスしていただくことによってのみ実施可能です。（ただ

し、毎日午前２時から午前５時までは取り扱いを休止します。）

※「ｉモード」は㈱ＮＴＴドコモ、「EZweb」はKDDI㈱、「Yahoo!」は米国Yahoo! Inc.の商標

または登録商標です。

（２）パソコンまたはスマートフォンによる議決権行使は、インターネット接続にファイアーウォ

ール等を使用されている場合、アンチウイルスソフトを設定されている場合、proxyサーバー

をご利用の場合、TLS暗号化通信を指定されていない場合等、株主様のインターネット利用環

境によっては、ご利用できない場合もございます。

（３）携帯電話による議決権行使は、ｉモード、EZweb、Yahoo!ケータイのいずれかのサービスをご

利用ください。また、セキュリティ確保のため、TLS暗号化通信及び携帯電話情報の送信が不

可能な機種には対応しておりません。

（４）インターネットによる議決権行使は、平成29年６月22日（木曜日）の午後５時30分まで受け

付けいたしますが、お早めに行使していただき、ご不明な点等がございましたらヘルプデス

クへお問い合わせください。

２．インターネットによる議決権行使方法について

（１）議決権行使サイト（ http://www.evote.jp/ ）において、議決権行使書用紙に記載された「ロ

グインID」及び「仮パスワード」をご利用いただき、画面の案内に従って賛否をご入力くだ

さい。

（２）株主様以外の第三者による不正アクセス（“なりすまし”）や議決権行使内容の改ざんを防

止するため、ご利用の株主様には、議決権行使サイト上で「仮パスワード」の変更をお願い

することになりますのでご了承ください。

－ 50 －
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（３）株主総会の招集の都度、新しい「ログインID」及び「仮パスワード」をご通知いたします。

３．複数回にわたり行使された場合の議決権の取り扱い

（１）郵送とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネットによる議

決権行使の内容を有効として取り扱わせていただきますのでご了承ください。

（２）インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使された内容を

有効とさせていただきます。また、パソコン、スマートフォンと携帯電話で重複して議決権

を行使された場合も、最後に行使された内容を有効とさせていただきます。

４．議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用について

議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料金等）は、株主様

のご負担となります。また、携帯電話等をご利用の場合は、パケット通信料・その他携帯電話等

利用による料金が必要になりますが、これらの料金も株主様のご負担となります。

システム等に関するお問い合わせ

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部（ヘルプデスク）

・電話　0120-173-027（受付時間　9:00～21:00、通話料無料）

＜議決権電子行使プラットフォームについて＞

　管理信託銀行等の名義株主様（常任代理人様を含みます。）につきましては、（株）東京証券取引

所等により設立された合弁会社株式会社ＩＣＪが運営する議決権電子行使プラットフォームの利用を

事前に申し込まれた場合には、当社株主総会における電磁的方法による議決権行使の方法として、上

記の＜インターネットによる議決権行使＞以外に、当該プラットフォームをご利用頂くことができま

す。

以　　上
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株主優待制度のご案内

　毎年９月末日および３月末日現在の株主名簿に記載または記録された株主様に対し、当社オリジナ

ルクオカードを贈呈いたします。贈呈基準は以下の通りです。

基準日 株式保有数 優待内容

９月末

100株以上

1,000株未満

当社オリジナル

クオカード500円分

1,000株以上

10,000株未満

当社オリジナル

クオカード2,000円分

10,000株以上
当社オリジナル

クオカード3,000円分

３月末

100株以上

1,000株未満

当社オリジナル

クオカード500円分

1,000株以上

10,000株未満

当社オリジナル

クオカード2,000円分

10,000株以上
当社オリジナル

クオカード3,000円分

株主メモ
事 業 年 度

定 時 株 主 総 会

基 準 日

上場証券取引所

単 元 株 式 数

株主名簿管理人

毎年４月１日から翌年３月31日まで

毎事業年度末日の翌日から３か月以内

定時株主総会の議決権　毎年３月31日

期末配当金　毎年３月31日

中間配当金　毎年９月30日

東京証券取引所（市場第一部）

100株

東京都千代田区丸の内一丁目4番5号

三菱UFJ信託銀行株式会社

連 絡 先

電 話 照 会 先

公 告 の 方 法

〒541-8502

大阪市中央区伏見町三丁目6番3号

三菱UFJ信託銀行株式会社 大阪証券代行部

フリーダイヤル

0120-094-777

電子公告

公告掲載URL  (http://brhd.co.jp/)

やむを得ない事由によって電子公告ができな

いときは、日本経済新聞に掲載

メモ
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

〒732-0052　広島市東区光町二丁目７番31号

ホテルチューリッヒ東方2001

４階　エーデルワイス

ＴＥＬ　082－262－5111

ＦＡＸ　082－262－5126

ＪＲ広島駅新幹線口から徒歩約５分

ＪＲ広島病院 ㈱ビーアール
ホールディングス

ＪＲ西日本

ロ
ー
ソ
ン

至山口

ＪＲ広島駅

北口（新幹線口） 至大阪

広島銀行

もみじ銀行

ファミリー
マート

ウオンツ

ホテル
チューリッヒ東方2001

地図



平成 29 年 6 月 9 日 
株 主 各 位 
 
      会 社 名   株式会社ビーアールホールディングス 

      代 表 者   代表取締役社長 藤田 公康 

            (コード番号   1726) 

      問 合 せ 先    取締役管理本部長 山縣 修 

      (TEL  082-261-2860) 
 
 

招集通知記載事項の一部修正について 
 
 当社「第 15 回定時株主総会招集ご通知」の記載事項の一部に修正すべき点がございまし

たので、お詫び申し上げますとともに、本ウェブサイトをもって下記のとおり修正のご連

絡をさせていただきます。なお、修正個所には下線を付しております。 
 

記 
 

【修正個所】 
第 15 回定時株主総会招集ご通知 14 ページ 
５．会計監査人の状況 
【修正前】 
（2）報酬等の額 

 
 支 払 額 

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 23百万円 

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 37 

（3）非監査業務の内容 
 該当事項はありません。 

【修正後】 
（2）報酬等の額 

 
 支 払 額 

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 23百万円 

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 38 

（3）非監査業務の内容 
 当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非

監査業務）であるコンフォートレター作成業務についての対価を支払っております。 

 

以上 




